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  （百万円未満四捨五入）

１．2019年３月期の連結業績（2018年４月１日～2019年３月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 税引前利益 当期利益 
親会社の所有者に 
帰属する当期利益 

当期包括利益 
合計額 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
2019年３月期 884,723 0.4 72,033 4.5 71,321 6.7 60,702 20.1 60,142 19.5 62,733 14.4 
2018年３月期 881,413 － 68,902 － 66,855 － 50,563 － 50,326 － 54,841 － 

 

  
基本的１株当たり 

当期利益 
希薄化後 

１株当たり当期利益 
親会社所有者帰属持分 

当期利益率 
資産合計 

税引前利益率 
売上高 

営業利益率 
  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

2019年３月期 143.90 140.75 15.9 9.9 8.1 
2018年３月期 119.61 117.02 14.8 9.9 7.8 

 
（参考）持分法による投資損益 2019年３月期 － 百万円     2018年３月期 － 百万円 
 
（２）連結財政状態 

  資産合計 資本合計 親会社の所有者に 
帰属する持分 

親会社所有者 
帰属持分比率 

１株当たり親会社 
所有者帰属持分 

  百万円 百万円 百万円 ％ 円 銭 
2019年３月期 742,127 407,260 399,703 53.9 962.83 
2018年３月期 703,558 363,221 356,091 50.6 849.15 

 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

  
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
  百万円 百万円 百万円 百万円 

2019年３月期 100,722 △54,190 △13,334 122,432 
2018年３月期 92,201 △54,853 △27,026 88,777 

 

２．配当の状況 

  年間配当金 配当金総額 
（合計） 

配当性向 
（連結） 

親会社所有者 
帰属持分配当率 

（連結）   第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
 2018年３月期 － 13.00 － 13.00 26.00 10,957 21.7 3.2 
 2019年３月期 － 14.00 － 14.00 28.00 11,712 19.5 3.1 
 2020年３月期(予想) － － － － －   －   

（注）2020年３月期の年間配当金については、連結配当性向20％程度を目処に決定いたします。 
 
３．2020年３月期の連結業績予想（2019年４月１日～2020年３月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 親会社の所有者に 
帰属する当期利益 

基本的１株 
当たり当期利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 
第２四半期(累計) 496,500 10.5 27,000 △20.4 21,400 △20.3 51.55 

通期 1,030,000 16.4 77,000 6.9 62,000 3.1 149.35 
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※  注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更 

①  ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更：有 

②  ①以外の会計方針の変更                ：無 

③  会計上の見積りの変更                  ：無 

 

（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2019年３月期 427,080,606 株 2018年３月期 427,080,606 株 

②  期末自己株式数 2019年３月期 11,949,033 株 2018年３月期 7,732,295 株 

③  期中平均株式数 2019年３月期 417,943,833 株 2018年３月期 420,747,526 株 

 

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です。 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料

発表日現在における仮定を前提としており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の

業績は、今後さまざまな要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提条件その他の関連す

る事項については、添付資料３ページ「１．経営成績等の概況（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 

（アナリスト向け決算説明会資料の入手方法） 

 2019年５月８日(水)に、決算説明会資料を当社ウェブサイト(https://www.minebeamitsumi.com/)に掲載いたしま

す。 

（国際会計基準（IFRS）の適用） 

 当社グループは、2019年３月期第１四半期連結会計期間より国際会計基準（以下、「IFRS」という。）を適用してお

ります。また、前連結会計年度の財務数値についても、IFRSに準拠して表示しております。 

 当社グループは、2016年11月14日に米国証券取引委員会（以下、「SEC」）に提出したForm F-4による発行届出書

（以下、「F-4」）において、IFRSへの移行日を2014年４月１日とし、2016年３月31日に終了する連結会計年度から

IFRSを適用して連結財務諸表を作成しています。このため、当連結会計年度にかかる連結財務諸表はIFRSの初度適用に

は該当せず、IFRS第１号でIFRSの初度適用時に要求されている、日本基準からIFRSへの調整表は作成しておりません。

なお、F-4における2016年３月31日に終了する連結会計年度にかかる連結財務諸表においては、IFRS第１号で規定する

初度適用の規定を適用しており、IFRS移行日並びに2015年３月31日及び2016年３月31日に終了する連結会計年度におけ

る日本基準からIFRSへの調整表を作成しております。F-4は、SECが運営する電子開示システム「EDGAR」（Electric 

Data Gathering, Analysis and Retrieval system）において閲覧することが可能です。 
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１．経営成績等の概況

 当社グループは、当連結会計年度よりIFRSを適用しており、前連結会計年度の数値も、IFRSに組替えて比較分析を

行っております。

 

（１） 経営成績に関する分析 

①  当期の概況 

 当連結会計年度のわが国の経済は、上期では個人消費及び企業収益が堅調に推移し緩やかな回復がみられました

が、期後半にかけて米中貿易摩擦を発端とした景況感の悪化、世界経済の減速による輸出の減少等、先行きへの不

透明感が高まりました。米国経済は、米中通商問題の悪化等による影響を受けましたが、雇用情勢の改善等を背景

に、景気は堅調に推移しました。欧州経済は、ブレグジットに伴う混乱への懸念から企業活動が停滞し、ユーロ圏

の景気は悪化しました。アジア地域においては、中国経済は、米中貿易摩擦の激化による輸出減少、さらには国内

設備投資の落ち込み等により、景気は減速しました。 

  当社グループは、かかる経営環境下で、収益力のさらなる向上を実現するために、徹底したコスト削減、高付加

価値製品と新技術の開発及び拡販活動に注力してまいりました。 

 この結果、売上高は884,723百万円と前連結会計年度に比べ3,309百万円（0.4％)の増収となり、創業以来の過去

最高を更新しました。営業利益は72,033百万円と前連結会計年度に比べ3,131百万円（4.5％)の増益、税引前利益

は71,321百万円と前連結会計年度に比べ4,466百万円（6.7％)の増益、親会社の所有者に帰属する当期利益は

60,142百万円と前連結会計年度に比べ9,816百万円（19.5％）の増益となりました。 

 

 セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。 

 

 機械加工品事業は、当社グループの主力であるボールベアリングのほかに、主として航空機に使用されるロッ

ドエンドベアリング、ハードディスク駆動装置（HDD）用ピボットアッセンブリー等のメカニカルパーツ及び航

空機用のねじが主な製品であります。主力製品であるボールベアリングは、自動車向けでの省エネや安全装置用

のニーズ拡大、ファンモーター向け需要増等により、外販数量は2,347百万個と過去最高を更新し、売上は増加

しました。ロッドエンドベアリングは、中小型機市場での受注が好調に推移したことにより、売上は増加しまし

た。一方、ピボットアッセンブリーは、当社の市場シェアは堅調に推移しましたが、HDD市場規模縮小を受け、

販売数量、売上ともに減少しました。 

 この結果、当連結会計年度の売上高は188,324百万円と前連結会計年度に比べ11,897百万円（6.7％）の増収と

なり、営業利益は47,750百万円と前連結会計年度に比べ6,743百万円（16.4％）の増益となりました。 

 

 電子機器事業は、電子デバイス（液晶用バックライト等のエレクトロデバイス、センシングデバイス（計測機

器）等）、HDD用スピンドルモーター、ステッピングモーター、DCモーター、エアームーバー（ファンモータ

ー）、精密モーター及び特殊機器が主な製品であります。ステッピングモーターをはじめとするモーターでは、

自動車向けを中心に堅調に推移し、売上は増加しました。一方、液晶用バックライトは、スマートフォン需要の

減速に伴い、売上は減少しました。 

 この結果、当連結会計年度の売上高は387,293百万円と前連結会計年度に比べ64,586百万円（△14.3％）の減

収となり、営業利益は16,922百万円と前連結会計年度に比べ7,174百万円（△29.8％）の減益となりました。 

 

 ミツミ事業は、半導体デバイス、光デバイス、機構部品、高周波部品及び電源部品が主な製品であります。カ

メラ用アクチュエータ、ゲーム機器等の機構部品、スイッチ、保護IC等スマートフォン向け製品、アンテナ、通

信モジュール、コネクタ等のほぼ全ての製品で堅調に推移しました。 

 この結果、当連結会計年度の売上高は308,423百万円と前連結会計年度に比べ56,008百万円（22.2％）の増収

となり、営業利益は22,282百万円と前連結会計年度に比べ2,213百万円（11.0％）の増益となりました。 

 

 その他の事業は、自社製機械が主な製品であります。当連結会計年度の売上高は683百万円と前連結会計年度

に比べ９百万円（△1.3％）の減収、営業損失は386百万円と前連結会計年度に比べ421百万円の改善となりまし

た。 

 

 上記以外に、各セグメントに帰属しない全社費用等14,535百万円を調整額として表示しております。前連結会

計年度の調整額は15,463百万円でした。 
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②  次期の見通し 

  世界経済は、各国の貿易政策、為替動向、地政学的リスク等、不透明な状況下であります。このような状況の中

で、現時点で予想可能な範囲で通期連結業績予想を以下のとおりとしました。 

 なお、当社は株式会社ユーシンとの経営統合のため、同社株式に対する公開買付けを実施し、その結果、2019年

４月10日付で同社は当社の子会社となりました。下記見通しには、同社統合後の見通しを含んでおります。 

 

売上高              1,030,000百万円 

営業利益               77,000百万円 

親会社の所有者に帰属する当期利益   62,000百万円 

 

 セグメント別の通期見通しは、次のとおりであります。 

 

機械加工品事業 

 主力製品であるボールベアリングは、世界的な需要の増加に合わせて、自動車、ファンモーター、医療等の成

長市場において積極的な拡販を進めると同時に、生産性の向上及び経費の削減を進め、業績のさらなる向上をは

かります。また、ロッドエンドベアリングについても、生産性の改善を加速し、航空機市場の成長を追い風とし

て中小型機向け製品のさらなる拡販に取り組み、競争力の強化を進めます。 

 

電子機器事業 

 ステッピングモーターをはじめとするモーターでは、引き続き品質の向上と原価低減をはかり、自動車、情報

通信機器、家電向け等の高付加価値製品の拡販を進め、さらなる業績の向上をはかります。液晶用バックライト

は、需要増加が見込まれる自動車向け製品の拡販を進めます。 

 

ミツミ事業 

 カメラ用アクチュエータ、スイッチ等のスマートフォン関連製品では、高機能化が進む中で品質、生産能力、

供給力の強化に取り組み、さらなる拡販を進めます。ゲーム機器関連製品では、生産性向上を追求し、業績の向

上をはかります。アンテナ、通信モジュール、コネクタ等の車載製品では、新製品開発等によるラインナップの

拡大及び拡販をはかるとともに、原価低減を進めます。 

 

ユーシン事業 

 自動車関連製品では、欧州を中心に当社の強みの一つであるグローバル人材や製造ノウハウを注入すること

で、早期の収益改善を進めるとともに、当社の技術との「相合」により競争力のある製品を確立し、業績の向上

をはかります。また、住宅機器関連製品では、当社のモーター、無線技術、機構技術とのシナジーを通じて、ス

マートハウスを中心に事業拡大を進め、統合によるシナジーの最大化をはかります。 

 

その他の事業 

 自社製機械の部品精度の向上に注力することで、完成品部門での生産効率の改善とさらなる品質の向上を目指

します。 

 

（２） 財政状態に関する分析 

①  資産、負債及び純資産の状況 

  当社グループは、「財務体質の強化」を主要な経営方針とし、効率的な設備投資、資産運用及び有利子負債の削

減等に取り組んでおります。 

  当連結会計年度末における総資産は742,127百万円となり、前連結会計年度末に比べ38,569百万円の増加となり

ました。その主な要因は、現金及び現金同等物、有形固定資産であります。 

 当連結会計年度末における負債は334,867百万円となり、前連結会計年度末に比べ5,470百万円の減少となりまし

た。その主な要因は、未払法人所得税等であります。 

  なお、資本は407,260百万円となり、親会社所有者帰属持分比率は53.9％と前連結会計年度末比3.3ポイント増加

しました。 
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②  キャッシュ・フローの状況の分析 

  当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は122,432百万円となり、前連結会計年度末に比べ33,655

百万円増加しました。 

 当連結会計年度の各活動におけるキャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、100,722百万円の収入（前連結会計年度は92,201百万円の収入）となり

ました。これは、主に税引前利益、減価償却費及び償却費、営業債権及びその他の債権、棚卸資産の増減等による

ものです。投資活動によるキャッシュ・フローは、54,190百万円の支出（前連結会計年度は54,853百万円の支出）

となりました。これは、主に有形固定資産の取得による支出等によるものです。財務活動によるキャッシュ・フロ

ーは、13,334百万円の支出（前連結会計年度は27,026百万円の支出）となりました。これは、主に自己株式の取得

による支出、配当金の支払等によるものです。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

  当社は、株主に対する利益還元を経営上の重要事項と認識しており、経営環境を総合的に勘案し、継続的に安定

した利益配分を維持しながら、株主資本の効率向上と株主へのより良い利益配分を第一義とし、業績をより反映し

た水準での利益還元をはかることを基本方針といたします。 

  当連結会計年度において、前期実績から１円増配となる１株当たり14円の中間配当を昨年12月に行いました。 

  この基本方針に基づき、当期の期末配当金は、１株当たり14円とさせていただきたく、本年６月開催予定の第73

回定時株主総会に付議する予定であります。 

 また、次期配当は、連結配当性向20％程度を目処に今後、決定してまいります。 

 

（４）事業等のリスク 

 当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクを次のように考えております。

 なお、文中の将来に関するリスクは、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものでありま

す。

 

①  市場環境 

  PC及び周辺機器、情報通信機器、家電を中心とする当社製品の主要市場は、国内外において競争が非常に激し

く需要が大きく変動するため、急激な需要の縮小は、経営成績及び財政状態等に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 

②  為替変動 

  当社グループは、海外売上高比率及び海外生産高比率が高いため、為替相場の変動によるリスクがあります。

このため為替予約を中心とするリスクヘッジ取引を行っておりますが、長期的には急激な生産地通貨の為替変動

により、経営成績及び財政状態等に悪影響を及ぼす可能性があります。 

③  研究開発 

  新規製品、高品質製品を市場に継続的に投入する必要があるため研究開発を行っておりますが、研究開発の成

果は不確実なものであり、多額の支出を行ったとしても必ずしも成果に結びつかないというリスクがあります。 

④  重要な訴訟等について 

  国内及び海外事業に関連する訴訟等の対象となるリスクについては、法務部が一括して管理しております。将

来、重要な訴訟等が提起された場合には当社グループの経営成績及び財政状態等に重要な悪影響を及ぼす可能性

があります。 

⑤  価格交渉 

  海外製の低価格製品との価格競争は大変厳しいものとなっており、低価格のニーズを持つ市場では市場シェア

を維持、拡大できない可能性があります。 

⑥  原材料費、物流費等のコスト 

  外部からさまざまな原材料等の調達を行っており、在庫量の最適化、安定した資材調達先の確保と調達価格の

安定化をはかっておりますが、原材料等の価格上昇が経営成績及び財政状態等に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 

⑦  海外進出に潜在するリスク 

  当社グループの生産の多くは、タイ、中国、フィリピン、カンボジア等海外で行われております。海外進出

後、長期間が経過し、地場との融合が行われておりますが、予期しない法律もしくは規制の変更、人材の採用と

確保の難しさ、テロ、戦争又はその他の要因による社会的混乱といったリスクが内在しております。 

⑧  自然災害等 

  地震、洪水等の自然災害並びに原子力発電所事故及び新型感染症の発生等により、当社グループ及び当社グル

ープ取引先の事業拠点が被災した場合、当社グループの生産、販売活動に重大な影響を与える可能性がありま

す。 
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⑨  コンプライアンス、内部統制 

  当社グループは、世界各地域においてさまざまな事業活動を展開しており、各地域の法令、規則の適用を受け

ております。当社グループは、コンプライアンス、財務報告の適正性確保をはじめとする目的達成のために必要

かつ適切な内部統制システムを構築し、運用しておりますが、その目的が完全に達成されることを保証するもの

ではありません。したがって、将来にわたって法令違反等が発生する可能性が皆無ではありません。また、法規

制や当局の法令解釈が変更になることにより法規制等の遵守が困難になり又は遵守のための費用が増加する可能

性があります。 

⑩  独占禁止法関係 

 既に公表しております小径ボールベアリング製品等の取引に関し、競争法違反を行った疑いがあるとして、一

部の連結子会社を中心として、競争当局の調査を受けておりました。 

 当局の調査は終了しておりますが、これらに関連して、当社及び当社子会社に対して、カナダにおいて集団訴

訟が提起されております。 

 このうち、小径ボールベアリングに関するカナダ国ケベック州、オンタリオ州及びブリティッシュ・コロンビ

ア州での集団訴訟の原告との間で、2018年３月２日付で150万カナダドル（123百万円）で和解に合意しました。 

⑪  未払退職金及び年金費用 

  当社グループは、複数の確定給付制度を有しておりますが、運用収益の悪化による年金資産の公正価値の減少

や、割引率その他の前提条件の変化による退職給付債務の増加により積立状況が悪化し、年金費用が増加する可

能性があります。 

⑫  環境関係 

  当社グループは、世界各地域において、さまざまな環境関連法令の適用を受けております。当社グループはこ

れらの規制に細心の注意を払いながら事業を行っておりますが、万一環境汚染が発生し又は発生のおそれが判明

した場合には、当社グループに損失が生じる可能性があります。 

⑬  M&A・アライアンス 

  当社グループは、M&A・アライアンスを積極的に進めております。このようなM&Aやアライアンスにあたり、

M&Aが期待どおりの効果を生まない可能性や、アライアンス先と戦略等で不一致が生じアライアンス関係を維持

できない可能性があります。また、アライアンス先の財務内容の悪化やその他の事情により支援を供与する等、

当社グループの業績や財務状況に影響を与える可能性があります。 

⑭  品質問題 

  当社グループの製品は、多くの産業分野で、とりわけ高精度を必要とする部分に使用されております(自動

車、航空機、医療機器等、人命を担う最終製品にも使用されております)。当社グループではその社会的責任を

認識し、高い品質保証体制を確立しておりますが、製品に欠陥が存在し、重大な事故、顧客の生産停止及びリコ

ール等の事態が発生した場合、多大な費用の発生や社会的信用の低下等による影響により、業績及び財務状況に

大きな影響を及ぼす可能性があります。 

⑮  情報管理 

  当社グループは、事業活動の中で多くの重要情報や個人情報を入手することがあります。当社グループでは情

報セキュリティの方針を定め、情報の外部への流失及び目的外の流用等が起こらないよう運用しておりますが、

予期せぬ事態により流出する可能性があります。このような事態が生じた場合、その対応のために多額の費用が

発生するとともに、社会的信用が低下するリスクがあります。 
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２．企業集団の状況

  当社グループは、当社及び子会社94社で構成され、機械加工品及び電子機器並びにミツミ事業に係る製品の製造及び

販売等を主な事業の内容としております。

  製品の製造は、当社及び国内子会社並びに米国、欧州及びアジアの各国に所在する子会社が各製造品目を担当してお

ります。製品の販売は、国内においては主に当社より直接販売を行っております。海外においては米国、欧州、アジア

各国に所在する子会社及び当社の支店を通じて行っております。

  各セグメントとの関連並びに主要な生産会社及び販売会社は次のとおりであります。

セグメント 主要な製品 主要な生産会社 主要な販売会社 

機械加工品 ベアリング 

ロッドエンド及び 

 ファスナー 

メカニカルパーツ 

当社 

NMB-Minebea Thai Ltd. 

MINEBEA ELECTRONICS & HI-TECH 

 COMPONENTS（SHANGHAI）LTD. 

New Hampshire Ball Bearings,Inc. 

NMB SINGAPORE LIMITED 

myonic GmbH 

NMB-MINEBEA UK LTD 

C&A TOOL ENGINEERING, INC. 

MACH AERO BRETIGNY RECTIFICATION SAS 

当社 

NMB Technologies Corporation 

NMB-Minebea-GmbH 

NMB-Minebea Thai Ltd. 

MINEBEA（HONG KONG）LIMITED 

NMB KOREA CO., LTD. 

New Hampshire Ball 

 Bearings,Inc. 

Minebea Intec GmbH 

MINEBEAMITSUMI SHANGHAI 

 TRADING LTD. 電子機器 電子デバイス 

モーター 

センシングデバイス 

当社 

NMB-Minebea Thai Ltd. 

MINEBEA ELECTRONICS & HI-TECH 

 COMPONENTS（SHANGHAI）LTD. 

MINEBEA ELECTRONIC DEVICES (SUZHOU) 

 LTD. 

MINEBEA ELECTRONICS MOTOR (MALAYSIA) 

 SDN.BHD. 

MINEBEA ELECTRONICS MOTOR (ZHUHAI) 

 CO., LTD. 

MINEBEA (CAMBODIA) Co., Ltd. 

Precision Motors Deutsche Minebea 

 GmbH 

MOATECH CO., LTD. 

Minebea Intec GmbH 

ミツミ事業 半導体デバイス 

光デバイス 

機構部品 

ミツミ電機株式会社 

CEBU MITSUMI, INC. 

ZHUHAI MITSUMI ELECTRIC CO., LTD. 

TIANJIN MITSUMI ELECTRIC CO., LTD. 

QINGDAO MITSUMI ELECTRONICS 

 CO., LTD. 

当社 

ミツミ電機株式会社 

MITSUMI CO., LTD. 

NMB Technologies Corporation 

NMB-Minebea-GmbH 
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  事業の系統図は、主に次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、資本市場における財務諸表の国際的な比較可能性の向上及びグループ内の会計処理の統一等を目的

として、IFRSを適用しております。
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４．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結財政状態計算書

      （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

（2018年３月31日） 
 

当連結会計年度 
（2019年３月31日） 

資産      

流動資産      

現金及び現金同等物 88,777   122,432 

営業債権及びその他の債権 160,350   151,349 

棚卸資産 150,774   141,385 

その他の金融資産 21,818   21,045 

その他の流動資産 9,018   9,343 

流動資産合計 430,737   445,554 

非流動資産      

有形固定資産 224,016   244,388 

のれん 8,509   8,284 

無形資産 9,997   9,375 

その他の金融資産 16,546   14,635 

繰延税金資産 13,505   16,650 

その他の非流動資産 248   3,241 

非流動資産合計 272,821   296,573 

資産合計 703,558   742,127 
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      （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

（2018年３月31日） 
 

当連結会計年度 
（2019年３月31日） 

負債及び資本      

負債      

流動負債      

営業債務及びその他の債務 107,027   109,344 

社債及び借入金 80,738   86,642 

その他の金融負債 1,748   1,983 

未払法人所得税等 7,458   5,448 

引当金 391   200 

その他の流動負債 42,230   31,848 

流動負債合計 239,592   235,465 

非流動負債      

社債及び借入金 75,733   75,400 

その他の金融負債 5,393   5,138 

退職給付に係る負債 16,092   14,577 

引当金 411   1,196 

繰延税金負債 1,709   1,754 

その他の非流動負債 1,407   1,337 

非流動負債合計 100,745   99,402 

負債合計 340,337   334,867 

資本      

資本金 68,259   68,259 

資本剰余金 134,615   137,464 

自己株式 △9,496   △19,448 

利益剰余金 154,778   202,172 

その他の資本の構成要素 7,935   11,256 

親会社の所有者に帰属する持分合計 356,091   399,703 

非支配持分 7,130   7,557 

資本合計 363,221   407,260 

負債及び資本合計 703,558   742,127 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

      （単位：百万円） 

 
 前連結会計年度 

（自 2017年４月１日 
  至 2018年３月31日） 

 
 当連結会計年度 

（自 2018年４月１日 
  至 2019年３月31日） 

売上高 881,413   884,723 

売上原価 706,838   718,125 

売上総利益 174,575   166,598 

販売費及び一般管理費 98,702   94,468 

その他の収益 1,638   2,171 

その他の費用 8,609   2,268 

営業利益 68,902   72,033 

金融収益 1,410   1,482 

金融費用 3,457   2,194 

税引前利益 66,855   71,321 

法人所得税費用 16,292   10,619 

当期利益 50,563   60,702 

       

当期利益の帰属      

親会社の所有者 50,326   60,142 

非支配持分 237   560 

当期利益 50,563   60,702 

       

１株当たり当期利益      

基本的１株当たり当期利益（円） 119.61   143.90 

希薄化後１株当たり当期利益（円） 117.02   140.75 
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（連結包括利益計算書）

      （単位：百万円） 

 
 前連結会計年度 

（自2017年４月１日 
  至2018年３月31日） 

 
 当連結会計年度 

（自2018年４月１日 
  至2019年３月31日） 

当期利益 50,563   60,702 

       

その他の包括利益      

純損益に振り替えられることのない項目      

その他の包括利益を通じて公正価値で 

測定する金融資産 
816   △611 

確定給付制度の再測定 210   △1,419 

純損益に振り替えられることのない項目合計 1,026   △2,030 

       

純損益に振り替えられる可能性のある項目      

在外営業活動体の換算差額 4,121   4,236 

キャッシュ・フロー・ヘッジ △869   △175 

純損益に振り替えられる可能性のある 

項目合計 
3,252   4,061 

税引後その他の包括利益 4,278   2,031 

当期包括利益 54,841   62,733 

       

当期包括利益の帰属      

親会社の所有者 54,450   62,044 

非支配持分 391   689 

当期包括利益 54,841   62,733 
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（３）連結持分変動計算書

              （単位：百万円） 

  親会社の所有者に帰属する持分 

 

資本金 

 

資本剰余金 

 

自己株式 

 

利益剰余金 

  その他の資本の構成要素 

         
在外営業活動
体の換算差額  

キャッシュ・
フロー・ヘッ
ジ 

2017年４月１日時点の残高 68,259   140,731   △1,345   112,638   313   968 

当期利益 －   －   －   50,326   －   － 

その他の包括利益 －   －   －   －   3,967   △869 

当期包括利益合計 －   －   －   50,326   3,967   △869 

自己株式の取得 －   －   △8,378   －   －   － 

自己株式の処分 －   1,123   219   －   －   － 

配当金 －   －   －   △8,411   －   － 

子会社の新規取得 －   －   －   －   －   － 

非支配持分との取引 －   △7,231   －   －   －   － 

株式報酬取引 －   △8   8   －   －   － 

利益剰余金への振替 －   －   －   225   －   － 

所有者との取引額合計 －   △6,116   △8,151   △8,186   －   － 

2018年３月31日時点の残高 68,259   134,615   △9,496   154,778   4,280   99 

当期利益 －   －   －   60,142   －   － 

その他の包括利益 －   －   －   －   4,107   △175 

当期包括利益合計 －   －   －   60,142   4,107   △175 

自己株式の取得 －   △64   △10,636   －   －   － 

自己株式の処分 －   2,801   671   －   －   － 

配当金 －   －   －   △11,329   －   － 

子会社の新規取得 －   －   －   －   －   － 

非支配持分との取引 －   125   －   －   －   － 

株式報酬取引 －   △13   13   －   －   － 

利益剰余金への振替 －   －   －   △1,419   －   － 

所有者との取引額合計 －   2,849   △9,952   △12,748   －   － 

2019年３月31日時点の残高 68,259   137,464   △19,448   202,172   8,387   △76 
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              （単位：百万円） 

  親会社の所有者に帰属する持分  

非支配持分 

 

合計 
  その他の資本の構成要素  

合計 

   

 

その他の包括利
益を通じて公正
価値で測定する
金融資産 

 
確定給付制度
の再測定   合計      

2017年４月１日時点の残高 2,755   －   4,036   324,319   5,029   329,348 

当期利益 －   －   －   50,326   237   50,563 

その他の包括利益 816   210   4,124   4,124   154   4,278 

当期包括利益合計 816   210   4,124   54,450   391   54,841 

自己株式の取得 －   －   －   △8,378   －   △8,378 

自己株式の処分 －   －   －   1,342   －   1,342 

配当金 －   －   －   △8,411   △33   △8,444 

子会社の新規取得 －   －   －   －   3,339   3,339 

非支配持分との取引 －   －   －   △7,231   △1,596   △8,827 

株式報酬取引 －   －   －   0   －   0 

利益剰余金への振替 △15   △210   △225   －   －   － 

所有者との取引額合計 △15   △210   △225   △22,678   1,710   △20,968 

2018年３月31日時点の残高 3,556   －   7,935   356,091   7,130   363,221 

当期利益 －   －   －   60,142   560   60,702 

その他の包括利益 △611   △1,419   1,902   1,902   129   2,031 

当期包括利益合計 △611   △1,419   1,902   62,044   689   62,733 

自己株式の取得 －   －   －   △10,700   －   △10,700 

自己株式の処分 －   －   －   3,472   －   3,472 

配当金 －   －   －   △11,329   △34   △11,363 

子会社の新規取得 －   －   －   －   －   － 

非支配持分との取引 －   －   －   125   △228   △103 

株式報酬取引 －   －   －   0   －   0 

利益剰余金への振替 －   1,419   1,419   －   －   － 

所有者との取引額合計 －   1,419   1,419   △18,432   △262   △18,694 

2019年３月31日時点の残高 2,945   －   11,256   399,703   7,557   407,260 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

      （単位：百万円） 

 
 前連結会計年度 

（自2017年４月１日 
  至2018年３月31日） 

 
 当連結会計年度 

（自2018年４月１日 
  至2019年３月31日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー      

税引前利益 66,855   71,321 

減価償却費及び償却費 30,491   36,398 

減損損失 6,222   － 

和解損失 124   － 

株式報酬費用 2,550   △407 

受取利息及び受取配当金 △1,168   △1,298 

支払利息 1,360   1,089 

固定資産除売却損益（△は益） 1,132   △421 

営業債権及びその他の債権の増減額 

（△は増加） 
6,588   10,353 

棚卸資産の増減額（△は増加） △23,577   10,611 

営業債務及びその他の債務の増減額 

（△は減少） 
7,633   △5,786 

その他 5,460   △5,948 

小計 103,670   115,912 

利息の受取額 937   1,090 

配当金の受取額 200   207 

利息の支払額 △820   △1,540 

法人所得税の支払額 △12,955   △14,947 

法人所得税の還付額 1,169   － 

営業活動によるキャッシュ・フロー 92,201   100,722 

投資活動によるキャッシュ・フロー      

定期預金の増減額（△は増加） △1,524   △2,190 

有形固定資産の取得による支出 △46,174   △52,268 

有形固定資産の売却による収入 1,339   1,587 

無形資産の取得による支出 △966   △1,122 

有価証券の取得による支出 △1,919   △1,866 

有価証券の売却及び償還による収入 1,946   1,685 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の 

取得による支出 
△7,718   － 

その他 163   △16 

投資活動によるキャッシュ・フロー △54,853   △54,190 
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      （単位：百万円） 

 
 前連結会計年度 

（自2017年４月１日 
  至2018年３月31日） 

 
 当連結会計年度 

（自2018年４月１日 
  至2019年３月31日） 

財務活動によるキャッシュ・フロー      

短期借入金の増減額（△は減少） 10,254   21,637 

社債及び長期借入れによる収入 1,000   4,100 

社債の償還及び長期借入金の返済による 

支出 
△18,560   △20,301 

非支配持分からの子会社持分取得による 

支出 
△4,111   △103 

自己株式の処分による収入 1,342   3,472 

自己株式の取得による支出 △8,378   △10,700 

配当金の支払額 △8,411   △11,329 

非支配持分への配当金の支払額 △33   △34 

その他 △129   △76 

財務活動によるキャッシュ・フロー △27,026   △13,334 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △495   457 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 9,827   33,655 

現金及び現金同等物の期首残高 78,950   88,777 

現金及び現金同等物の期末残高 88,777   122,432 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（連結財務諸表注記）

 

１．報告企業

 ミネベアミツミ株式会社（以下、「当社」）は、日本に所在する株式会社であります。 

当社及びその子会社（以下、「当社グループ」）は機械加工品、電子機器及びミツミ事業に係る製品の製造及び販売

等を行っております。各製品の詳細については、注記「６．セグメント情報」をご参照ください。 

 製品の製造は、当社及び国内子会社並びに中国、タイ、フィリピン、マレーシア、カンボジア、韓国、シンガポー

ルなどのアジア、米国、欧州の各国に所在する子会社が各製造品目を担当しております。 

 製品の販売は、国内においては主に当社及び国内子会社より直接販売を行っております。海外においては、中国、

タイ、韓国などのアジア、米国、欧州の各国に所在する子会社及び当社の支店を通じて行っております。 

 本連結財務諸表は、2019年５月８日に取締役会によって承認されております。

 

２．作成の基礎

(1）連結財務諸表がIFRSに準拠している旨の記載 

 当社グループの連結財務諸表は、連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を

満たすことから、同第93条の規定により、IFRSに準拠して作成しております。

 

(2）測定の基礎 

 当社グループの連結財務諸表は、「３．重要な会計方針」に記載している金融商品等を除き、取得原価を基礎と

して作成しております。

 

(3）機能通貨及び表示通貨 

 当社グループの連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未満の端数を四捨

五入して表示しております。 

 

３．重要な会計方針

 当社グループが本連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、他の記載がない限り、連結財務諸表に記載さ

れている全ての期間に適用しております。 

(1）連結の基礎 

① 子会社 

 子会社とは、当社グループにより支配されている企業をいいます。当社グループは、企業への関与により生じ

る変動リターンに対するエクスポージャー又は権利を有し、かつ、企業に対するパワーによりそのリターンに影

響を及ぼす能力を有している場合、その企業を支配していると判断しております。子会社の財務諸表は、当社グ

ループが支配を獲得した日を取得日とし、その日より支配を喪失する日まで連結の対象に含めております。 

 子会社が適用する会計方針が当社の適用する会計方針と異なる場合には、必要に応じて当該子会社の財務諸表

の調整を行っております。また、連結会社間の債権・債務及び連結会社間の取引、並びに当社グループ内取引に

よって発生した未実現損益は、連結財務諸表の作成に際して消去しております。 

 子会社の非支配持分は、当社の持分とは別個に識別されております。非支配持分は、当初の企業結合日での持

分額及び企業結合日からの非支配持分の変動から構成されております。支配が継続する子会社に対する当社の持

分変動は、資本取引として会計処理しており、非支配持分の調整額と対価の公正価値との差額は、親会社の所有

者に帰属する持分として資本に直接認識しております。 

 当社グループが子会社の支配を喪失した場合は、子会社の資産及び負債並びに関連する非支配持分及びその他

の資本構成要素の認識を中止します。支配の喪失から生じた利得及び損失は純損益で認識しております。 

② 関連会社 

 関連会社とは、当社グループが当該企業に対し、財務及び営業の方針に重要な影響力を有しているものの、支

配をしていない企業をいいます。当社グループが他の企業の議決権の20％以上50％以下を保有する場合、当社グ

ループは当該他の企業に対して重要な影響力を有していると推定されます。 

 関連会社については、当社が重要な影響力を有することとなった日から重要な影響力を喪失する日まで、持分

法によって会計処理をしております。関連会社に対する投資には、取得に際して認識されたのれんが含まれてお

ります。 

 

- 16 -

ミネベアミツミ㈱　(6479)　2019年３月期　決算短信



(2）企業結合 

 企業結合は支配獲得日に取得法によって会計処理しております。取得原価は、被取得企業の支配と交換に譲渡し

た資産、引き受けた負債、被取得企業の全ての非支配持分及び当社が発行する資本性金融商品の取得日の公正価値

の合計として測定します。取得対価が識別可能な資産及び負債の公正価値を超過する場合は、連結財政状態計算書

においてのれんとして計上しております。反対に下回る場合には、直ちに連結損益計算書において純損益として認

識しております。発生した取得関連費用は純損益として認識しております。 

 条件付対価は、資本又は金融負債のいずれかに分類され、金融負債として分類された金額は、その後、純損益を

通じて公正価値で再測定します。また、企業結合が段階取得の場合には、以前より保有していた資本持分の取得日

の帳簿価額は、取得日において公正価値に再測定します。この再測定に起因する損益は、純損益として認識されま

す。 

 

(3）セグメント情報 

 事業セグメントとは、他の事業セグメントとの取引を含む、収益を稼得し費用を発生させる事業活動の構成単位

であります。全ての事業セグメントの事業の成果は、個別にその財務情報が入手可能なものであり、かつ、各セグ

メントへの経営資源の配分の決定及び業績の評価を行うために、当社の取締役会において、定期的に検討を行う対

象となっております。

 

(4）外貨換算 

① 外貨建取引の換算 

 外貨建取引は、取引日における為替レート又はそれに近似する為替レートで各グループ企業の機能通貨に換算

しております。 

 外貨建の貨幣性資産及び負債は、報告日の為替レートで機能通貨に換算しております。外貨換算差額はキャッ

シュ・フロー・ヘッジから生じる換算差額及びその他の包括利益を通じて測定する金融資産を除き、純損益で認

識しております。 

② 在外営業活動体の換算 

 日本円以外の機能通貨を使用している在外営業活動体の資産及び負債の換算は、報告日現在の為替レートで日

本円に換算しております。収益及び費用は、取引日の為替レートで円換算しており、為替レートが大きく変動し

ない限りは、期中平均レートを使用しております。在外営業活動体の財務諸表の換算から生じる為替換算差額

は、非支配持分に配分されている場合を除き、その他の包括利益で認識しております。支配又は重要な影響力を

喪失する場合には、この営業活動体に関連する為替換算差額の累計額を、処分にかかる利得又は損失の一部とし

て純損益に認識しております。 

 

(5）金融商品 

① 当初認識及び認識の中止 

 当社グループは金融商品の契約条項の当事者となった時においてのみ、金融資産又は金融負債を連結財政状態

計算書に認識しております。 

 認識の中止は、金融資産からのキャッシュ・フローを受け取る権利が消滅又は譲渡されたことで、当該金融資

産の所有に係るリスクと経済価値のほとんど全てを移転した場合に行っております。認識の中止を行ったもの

の、当社グループにより引き続き持分を保有しているものについては、別個の資産又は負債として認識しており

ます。金融負債の認識の中止は、契約上の義務が履行されたか、免除されたか、又は失効した場合に行っており

ます。債権などの金融資産は、残高を回収する見込みがなくなった時点で直接減額をしております。これは、当

社グループが減損対象の債権について合理的な回収手段を全て失った場合に認識しております。 

 金融資産の購入又は売却は、取引日会計又は決済日会計により認識及び認識の中止を行っております。当社グ

ループは、金融資産の分類ごとに次の方法を適用しております。 

・償却原価で測定する金融資産 決済日会計 

・その他の包括利益を通じて公正価値で測定する（以下、「FVOCI」）金融資産 取引日会計 

・純損益を通じて公正価値で測定する（以下、「FVPL」）金融資産 取引日会計 
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② 分類と測定－金融資産 

 金融資産は償却原価、FVOCI、FVPLで測定するものに分類されます。 

（ⅰ）償却原価で測定する金融資産 

 金融資産は、次の２つの要件を満たす場合に償却原価で測定しております。 

・当該金融資産が、契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とす

る事業モデルの中で保有されている場合 

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが

所定の日に生じる場合 

 これらの資産は、公正価値と直接起因する取引コストの合計で当初認識しております。当初認識後は、

実効金利法による償却原価で測定しております。以下⑤の減損要件も適用されます。 

（ⅱ）FVOCIで測定する金融資産 

 金融資産は、次の２つの要件を満たす場合にその他の包括利益を通じて公正価値で測定しております。 

・当該金融資産が、契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方によって目的が達成される事業モ

デルの中で保有されている場合 

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが

所定の日に生じる場合 

 さらに、当社グループは当初認識時に、FVPLで測定する資本性金融商品に対して、公正価値の変動をそ

の他の包括利益で認識するという選択（取消不能）を行うことがあります。 

 FVOCIで測定したこれらの金融資産は、公正価値と直接起因する取引コストの合計で測定しておりま

す。当初認識後は、以下の測定となります。 

・資本性金融商品 

 当初認識後、処分費用を控除せずに公正価値で測定しております。受取配当を除き、関連する利得

及び損失（関連する外国為替部分を含む）はその他の包括利益に認識しております。その他の包括利

益に認識された金額は、事後的に純損益に振り替えられることはありません。 

・負債性金融商品 

 当初認識後、売上からの控除又は処分費用を控除せずに、公正価値で測定しております。事後測定

は次の要件を含みます。 

－予想信用損失は純損益で認識される。 

－為替差額は償却原価に基づき算定し、純損益に認識される。 

－利息は実効金利法により算定し、純損益に認識される。 

－その他の公正価値に係る利得及び損失は、その他の包括利益に認識される。 

－資産の認識の中止があった場合には、過去にその他の包括利益に認識された利得又は損失の累計額

は、その他の包括利益から純損益に振り替えられる。 

（ⅲ）FVPLの金融資産 

 償却原価で測定する金融資産、又はFVOCIで測定する金融資産に該当しない場合には、FVPLで測定する

金融資産に分類されます。加えて、当初認識時にFVPLで測定するものとして取消不能の指定をすることが

あります。金融資産の取得に直接起因する取引コストは、発生時に純損益として認識しております。当初

認識後は公正価値で測定し、利得又は損失については純損益に認識しております。 

③ 分類と測定－金融負債 

 金融負債は、償却原価又はFVPLで事後測定する金融負債に分類されます。この分類は、当初認識時に決定して

おります。 

（ⅰ）償却原価で測定する金融負債 

 直接帰属する取引費用を控除した金額で当初測定し、当初認識後は実効金利法による償却原価で測定し

ております。 

（ⅱ）FVPLの金融負債 

 売買目的で保有する金融負債と当初認識時にFVPLで測定すると指定した金融負債を含んでおり、公正価

値で当初測定しております。当初認識後は公正価値で測定し、利息費用を含むその変動は純損益に認識し

ております。 
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④ 複合金融商品 

 当社グループが発行した複合金融商品（例えば、転換社債）の構成部分は、契約上の取決めと、金融負債及び

資本性金融商品の定義に従って金融負債又は資本に別個に分類されます。 

 複合金融商品の負債構成要素は、当初、資本構成要素を持たない類似の負債の公正価値で認識されます。資本

構成要素は、複合金融商品全体の公正価値と負債要素の公正価値との差額で当初認識されます。直接起因する取

引コストは、負債及び資本構成要素へ当初の帳簿価額に比例して配分されます。 

 当初認識後、複合金融商品の負債部分は、実効金利法を用いて償却原価で測定します。金融負債に関連する利

息は純損益に認識されます。株式に転換された場合、金融負債は資本に組替えられ、純損益には認識されませ

ん。また、複合金融商品の資本構成要素は再測定しません。 

⑤ 金融資産の減損 

 当社グループは、償却原価又はFVOCIの負債性金融商品及びリース債権に対し、予想信用損失に基いた損失評

価引当金を認識しております。予想信用損失は、信用損失をそれぞれの債務不履行発生リスクで加重平均してお

ります。信用損失は、契約に従って当社グループに支払われるべき契約上のキャッシュ・フローと、当社グルー

プが受け取ると見込んでいる全てのキャッシュ・フローとの差額を当初の実効金利で割り引いたものです。 

 当社グループは、各報告日において、信用リスクが当初認識以降に著しく増大しているかを評価しておりま

す。評価は、報告日時点での予想存続期間を通じて債務不履行に陥るリスクと、当初認識日時点でのリスクとを

比較しております。当社グループは、当初認識後、信用リスクが著しく増大しているかを評価するため、期日経

過情報のほか、利用可能で個々の金融商品又は関連する全ての合理的で裏付け可能な情報を利用しております。 

 当初認識後、信用リスクが著しく増大していない金融資産については、12ヶ月の予想信用損失に相当する損失

評価引当金が認識されます。当初認識後、信用リスクが著しく増大している金融資産については、全期間の予想

信用損失に相当する損失評価引当金が認識されます。上記にかかわらず、重要な金融要素を含んでいない売掛債

権及びリース債権については、全期間の予想信用損失に基づく損失評価引当金が認識されます。 

 予想信用損失の測定は、以下の要件を反映しております。 

・結果の加重平均、一定範囲の生じ得る結果を評価することによって算定される偏りのない加重平均した金額

を反映すること 

・貨幣の時間価値 

・過去の事象、現在の状況及び将来の経済状況に関する、報告日時点で過大なコストや労力を掛けずに利用可

能な合理的で裏付け可能な情報 

⑥ 金融資産及び金融負債の相殺 

 金融資産及び金融負債の相殺は、当社グループが相殺する法的な権利を有しており、決済にあたりこれらを相

殺又は同時決済する意向がある場合にのみ、種類及び取引相手によって連結財政状態計算書に純額で表示してお

ります。 

⑦ デリバティブ及びヘッジ会計 

 当社グループは、金利変動リスク及び為替変動リスクをヘッジするためデリバティブを利用しております。デ

リバティブは、契約が締結された日に公正価値で当初認識され、当初認識後は各報告日に公正価値で再測定して

おります。当初認識後の公正価値の変動の会計処理は、デリバティブがヘッジ手段に指定されているかにより異

なり、指定されている場合はヘッジ対象の性質により異なります。 

 

（ⅰ）ヘッジ会計の要件を満たすデリバティブ 

 当社グループは、デリバティブを以下のいずれかに指定し、ヘッジ取引のリスク管理目的及び戦略を文書

化しております。また、当社グループはヘッジ手段、ヘッジ対象、ヘッジされるリスクの性質、ヘッジ関係

がヘッジ有効性の要件を満たしているかどうかをヘッジ指定時点で評価するとともに毎期継続的に評価して

おります。当初認識後の公正価値の変動は、以下のように会計しております。 

 

 公正価値ヘッジ 

（認識されている資産もしくは負債又は未認識の確定約定の公正価値の変動のうち、特定のリスクに起因

し、純損益の影響に対するエクスポージャーのヘッジ） 

 ヘッジ対象及びヘッジ手段の公正価値の変動は、純損益に認識されます。 
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 キャッシュ・フロー・ヘッジ 

（認識されている資産もしくは負債又は可能性の非常に高い予定取引の全部又は構成要素に係る特定のリ

スクに起因し、かつ、純損益に影響する可能性があるキャッシュ・フローの変動に対するエクスポージャ

ーのヘッジ） 

 ヘッジ手段に係る公正価値の変動は、その他の資本の構成要素にキャッシュ・フロー・ヘッジ剰余金とし

て認識されます。キャッシュ・フロー・ヘッジ剰余金の残高は、ヘッジ対象のキャッシュ・フローが純損益

に影響を及ぼす期間と同一期間において、その他の包括利益から控除し、ヘッジ対象と同一の項目で純損益

に振り替えております。しかしながら、ヘッジされた予定取引が後に非金融資産もしくは非金融負債の認識

を生じる場合、又は、非金融資産もしくは非金融負債に係るヘッジされた予定取引が公正価値ヘッジが適用

される確定約定となった場合には、当該金額をキャッシュ・フロー・ヘッジ剰余金から除去して、当該資産

又は負債の当初の原価又はその他の帳簿価額に振り替えております。また、ヘッジの非有効部分は純損益に

認識しております。 

 

 なお、公正価値ヘッジ、キャッシュ・フロー・ヘッジともに、ヘッジ会計は、ヘッジ手段が失効、売却、

終了又は行使された場合、あるいはヘッジ指定がヘッジ会計の要件を満たさなくなった場合に将来に向けて

中止しております。 

 

 リスク管理目的を変わりなく有しているものの、ヘッジ比率に関するヘッジ有効性の要求を満たしていな

いものに対し、バランス再調整を実施しております。バランス再調整は、予測されるヘッジ対象とヘッジ手

段との関係の変化をヘッジ比率が反映するよう変更するもので、ヘッジ対象の分量又はヘッジ手段の分量の

いずれかを調整することによって調整しております。 

 

（ⅱ）ヘッジ会計の要件を満たさないデリバティブ 

 ヘッジ会計の要件を満たさないデリバティブ商品については、当初認識後の公正価値の変動は直ちに純損

益に認識されます。 

 

(6）現金及び現金同等物 

 現金及び現金同等物は、手許現金及び当座預金並びに満期が３ヶ月以内に到来する短期性預金など、容易に換金

可能で価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期投資から構成されております。 

 

(7）棚卸資産 

 棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価値のいずれか低い方の金額で測定しております。正味実現可能価額は、

通常の事業の過程における見積売価から、完成までに要する原価の見積額及び販売に要するコストの見積額を控除

した額です。棚卸資産の原価は、直接材料費及び直接労務費、並びに正常生産能力に基づく製造間接費の配賦額を

含み、主として移動平均法に基づき算定しておりますが、一部の製品及び仕掛品については個別法に基づき算定し

ております。購入原価の算定にあたり値引き、割戻し及びその他の類似の項目は控除しております。 

 

(8）有形固定資産（リース資産を除く） 

 有形固定資産の当初認識後の測定モデルにおいて原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損

失累計額を控除した価額で表示しております。取得原価には、資産の取得に直接付随する借入費用、支出及び資産

計上の要件を満たす資産の解体、除去に関する見積費用の現在価値を含めております。 

 当初取得以降に追加的に発生した支出については、その支出により将来の経済的便益が当社グループに流入する

可能性が高く、金額を信頼性をもって測定することができる場合にのみ、資産計上しております。重要性の高い特

定の有形固定資産の部品の交換が必要になった場合、当社グループは資産計上し、各資産の耐用年数に従って減価

償却を行います。他の全ての修繕並びに維持にかかる費用は、発生時の費用として処理しております。 

 当社グループは有形固定資産を以下の資産に分類し、記載の耐用年数で減価償却を行っております。減価償却は

当該有形固定資産が使用可能になった時点で開始しております。減価償却方法は定率法を採用している液晶用バッ

クライト製品の製造に用いる一部の機械装置等をのぞいて、主として定額法を採用しております。 

・建物及び構築物   ５年～50年 

・機械装置及び運搬具 ２年～15年 

・工具、器具及び備品 ２年～20年 

 有形固定資産は処分時、あるいはその使用から将来の経済的便益が見込まれなくなったときに認識を中止しま

す。認識の中止により発生する利得あるいは損失は当該有形固定資産の認識中止時に純損益に含めております。利

得あるいは損失は正味の処分収入と当該有形固定資産の帳簿価額との差額として算定しております。なお、減価償
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却方法、見積耐用年数及び残存価額は、各報告日に見直しを行い、変更があった場合は、会計上の見積りの変更と

して将来に向かって適用しております。 

 

(9）のれん及び無形資産 

① のれん 

 のれんは償却を行わず、取得原価から減損損失累計額を控除した価額で表示しております。毎期、又は減損の

兆候が存在する場合にはその都度、減損テストを実施しております。のれんの減損損失は純損益にて認識され、

その後の戻入は行っておりません。 

② 無形資産（リース資産を除く） 

 無形資産の当初認識後の測定モデルにおいて原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計

額を控除した価額で表示しております。耐用年数を確定できる無形資産は見積耐用年数に基づき定額法で償却し

ております。償却は当該無形資産が使用可能になった時点で開始しております。なお、償却方法、見積耐用年数

及び残存価額は、各報告日に見直しを行い、変更があった場合は、会計上の見積りの変更として将来に向かって

適用しております。見積耐用年数を確定できる無形資産の耐用年数は次のとおりであります。 

・ソフトウエア ２年～10年 

・特許権    ３年～10年 

・商標     ７年～10年 

 

(10)リース 

 契約がリースであるか又はリースを含んでいるかの決定は、リースの契約形態にかかわらず、取引の経済的実態

に基づいて、リース開始時点で判断しております。 

① 借手 

 所有に伴うリスク及び経済価値が実質的に全て当社グループ（借手）に移転するリースは、ファイナンス・リ

ースとして分類しております。リース資産は公正価値又は最低支払リース料総額の現在価値のいずれか小さい額

で当初認識しております。負債は同額で認識しております。ファイナンス・リース資産は見積耐用年数にわたっ

て減価償却しており、耐用年数は通常、それぞれのリース契約期間としております。金融費用は、債務残高に対

して一定の利率となるようにリース期間にわたって各期間に配分しております。 

 貸手が所有に伴うリスク及び経済価値のほとんど全てを移転するものでないリースは、オペレーティング・リ

ースとして分類し、リース料の支払額はリース期間にわたり定額法により純損益で認識しております。 

② 貸手 

 当社グループは、有形固定資産の貸手としてリース活動を行っております。 

 ファイナンス・リース取引に関連して、その純投資額はリース債権として認識し、その他の金融資産に表示し

ております。受領したリース料は、利息及び元本の回収に相当する金額に分類しております。さらに、ファイナ

ンス・リースの主な目的が製品の販売であり、ファイナンス・リースが販売方針に従って実施されている場合、

リース資産の公正価値又は最低支払リース料の現在価値のいずれか小さい額が収益として認識され、リース資産

の購入価格は売上原価として認識されます。 

 オペレーティング・リースについては、リース収益はリース期間にわたって定額法で認識しております。 

 

(11)資産の減損 

 のれんは償却を行わず、毎期減損テストを実施しております。また、事象及び状況の変化により減損の兆候が存

在する場合はその都度、減損テストを実施しております。その他の資産は、帳簿価額が回収不能となる可能性があ

る事象及び状況の変化が生じた場合に、減損テストを実施しております。 

 減損テストの結果、資産の帳簿価額が回収可能価額を上回る金額については減損損失を認識しております。回収

可能価額とは、資金生成単位の処分コスト控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い金額をいいます。減損テス

トを行うため、資産は、他の資産又は資産グループからのキャッシュ・インフローとはおおむね独立したキャッシ

ュ・インフローを生成する最小の識別可能な資産又は資産グループ（資金生成単位）に分類しております。過去の

期間において減損損失を認識したのれん以外の非金融資産は、各報告期間の末日において減損損失の戻入れを検討

しております。 

 

(12)従業員給付 

① 短期従業員給付 

 短期従業員給付については、関連するサービスが提供された時点で費用として計上しております。短期従業員

給付に係る負債については、従業員により供給された過去のサービスの結果、当社グループが現在の法的もしく

は推定的債務を負っており、信頼性のある見積りが可能な場合に、支払われると見積られる額を負債として認識

しております。 
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② 確定拠出制度 

 確定拠出制度の拠出債務は関連するサービスが提供された時点で費用として計上しております。拠出額の前払

は、拠出額が返還される、あるいは将来の支出額が減少する範囲で資産として認識しております。 

③ 確定給付制度 

 確定給付制度に係る負債又は資産は、確定給付制度債務の現在価値から制度資産の公正価値を控除して算定し

ております。 

 確定給付制度債務は、保険数理人が予測単位積増方式を用いて毎年算定しております。割引率は、退職給付債

務の給付見込日と整合する優良社債の報告期間の末日時点の市場利回りに基づき決定しております。 

 確定給付制度債務の純額に係る利息の純額は、確定給付制度債務の純額に割引率を乗じて算定しております。

利息費用の純額及び確定給付制度に関連するその他の費用は、純損益で認識しております。確定給付制度債務の

算定の結果、当社グループに資産が生じる可能性がある場合、制度からの将来の現金の返還又は制度への将来掛

金の減額の形で、享受可能な経済的便益の現在価値を限度として資産を認識しております。経済的便益の現在価

値の算定に際しては、該当する最低積立要件を考慮しております。 

 確定給付制度の再測定額は、発生した期にその他の資本の構成要素として認識し、直ちにその他の資本の構成

要素から利益剰余金に振り替えております。 

 制度の給付が変更された場合、又は制度が縮小された場合、給付の変更のうち過去の勤務に関連する部分、縮

小に係る利得又は損失は即時に純損益に認識しております。確定給付制度の法的もしくは推定的債務を消去する

確定給付制度の清算の発生時は、当社グループは清算に係る利得又は損失を認識しております。 

④ その他の長期従業員給付 

 当社グループのその他の長期従業員給付に対する純債務は、従業員が過年度及び当連結会計年度において提供

したサービスの対価として獲得した将来給付額です。この給付額は現在価値に割り引いております。再測定によ

る差異は発生した期間に純損益で認識しております。 

⑤ 解雇給付 

 解雇給付は、当社グループがそれらの給付の提供を撤回することができなくなった時点と、当社グループが事

業構造改革に関するコストを認識する時点とのいずれか早いほうで費用として認識しております。報告日より12

ヶ月以内に給付金の全額が決済されると見込まれない場合、給付金を割り引いております。 

 

(13)引当金 

 当社グループは、過去の事象の結果として現在の法的又は推定的債務を有しており、当該債務を決済するために

経済的資源の流出が必要となる可能性が高く、当該債務の金額について信頼できる見積りが可能である場合に引当

金を認識しております。引当金は見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間的価値及び当該負債に特有のリスクを

反映した税引前の利率を用いて現在価値に割り引いて測定しております。時の経過に伴う割引率の割戻しは金融費

用として処理しております。 

 環境整備費引当金は、当該事業地が汚染されたときなどに認識しております。リストラクチャリング引当金は、

当社グループが詳細かつ公式な事業構造改革計画を承認したとき、かつ、事業構造改革が開始あるいは公表された

ときに認識しております。製品補償損失引当金は製品に欠陥が存在し、顧客の補償のために経済的資源が流出する

可能性の高いときに認識しております。 

 

(14)収益認識 

 当社グループは、IFRS第９号「金融商品」に基づく利息及び配当収益等を除く顧客との契約について、以下の５

ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。 

 ステップ１：顧客との契約を識別する。 

 ステップ２：契約における履行義務を識別する。 

 ステップ３：取引価格を算定する。 

 ステップ４：取引価格を契約における履行義務に分配する。 

 ステップ５：履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する。

 上記のアプローチに基づき、当社グループでは、以下のように収益を認識及び測定しております。

① 物品の販売 

 収益は、企業の通常の活動過程で生ずる当会計期間中の経済的便益の増加のうち持分の増加を生じるものであ

り、既に充足した履行義務に対して当該履行義務に配分した取引価格に基づき当社グループが権利を得たと見込

んでいる対価の金額にて測定しております。収益は、返品、値引き及び割戻し並びに売上に関する税金を控除し

た純額で測定しております。

 また、収益は、顧客との契約に基づき、物品の支配が顧客に移転することにより履行義務が充足した時点で認

識しております。物品の支配の移転時期は、個々の販売契約の条件によって異なります。ほとんどの場合では、
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物品が顧客の倉庫に引き渡された時点で移転します。ただし、一部の場合では顧客の検収が完了した時点で、又

は港において荷積みした時点で移転します。

② サービスの提供

 当社グループは、主にセンシングデバイスの保守サービスを顧客に提供しております。保守サービスには検

査、プロセス最適化、改善提案などが含まれます。保守サービス契約については、履行義務が主に時の経過につ

れて充足されるため、顧客との契約に係る取引額を契約期間にわたり均等に収益認識しております。

 約束した対価の金額に重要な金融要素は含まれていません。また、対価については、履行義務の充足時点から

概ね２ヶ月以内に支払を受けております。 

 

(15)法人所得税等 

 法人所得税費用は、当期税金と繰延税金から構成されております。これらは、資本又はその他の包括利益で直接

認識される項目を除き、純損益で認識しております。 

 当期税金は、当期の課税所得又は損失に係る未払法人所得税あるいは未収法人所得税の見積りに、前年までの未

払法人所得税及び未収法人所得税を調整したものであり、当期税金の測定には、当社グループが課税所得を発生さ

せている管轄区域において、決算日までに施行又は実質的に施行されている税率を用いて、税務当局に納付（又は

還付）されると予測される額で認識しております。また、未収法人所得税と未払法人所得税は特定の要件を満たす

場合にのみ相殺しております。 

 当社グループは、税務ポジションの不確実性が発生する可能性がある場合に、税法の解釈及び過去の経験を含む

さまざまな要因に関する当社グループの評価に基づき、連結財務諸表において税務ポジションの影響を認識してお

ります。 

 繰延税金は、資産及び負債の財務諸表上の帳簿価格と税務上の金額との一時差異、繰越欠損金及び繰越税額控除

について認識しております。なお、以下の一時差異については、繰延税金資産及び負債を計上しておりません。 

・のれんの当初認識から生じる一時差異 

・企業結合以外の取引で、かつ会計上又は税務上のいずれの純損益にも影響を及ぼさない取引における資産又は

負債の当初認識により生じる一時差異 

・子会社及び関連会社に対する投資に係る将来加算一時差異のうち、解消時期をコントロールでき、かつ予測可

能な期間内に一時差異が解消しない可能性が高い場合 

・子会社及び関連会社に対する投資に係る将来減算一時差異のうち、予測可能な期間内に一時差異が解消されな

い可能性が高い場合 

 上記の一時差異を除き、繰延税金負債は原則として全ての将来加算一時差異について認識しており、繰延税金資

産は将来加算一時差異の解消時期、税務計画などを考慮し、課税所得が生じる可能性が高い範囲において認識して

おります。 

 繰延税金資産及び繰延税金負債は、期末日において制定されている、又は実質的に制定されている税率及び税法

に基づいて、資産又は負債が決済される期間に適用されると予想される法定実効税率を使用して測定しておりま

す。 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の相殺は、関連する未収法人所得税と未払法人所得税を相殺する法的強制力を有

し、かつそれらが同一の税務当局によって、同一の納税主体によって課された法人所得税に関するものである場合

のみ相殺しております。 

 

(16)資本 

① 資本金及び資本剰余金 

 当社グループが発行した普通株式は資本に分類し、発行価額を資本金及び資本剰余金に計上しております。普

通株式の発行に直接関連する費用は、資本から控除しております。 

② 自己株式 

 当社グループが普通株式を再取得した場合、支払対価を資本の控除項目として認識し、再取得した資本は自己

株式として分類しております。自己株式を再取得後に売却又は再発行した場合、受取対価を資本の増加として認

識しております。なお、帳簿価額と受取対価との差額は資本剰余金として認識しております。 

③ 配当金 

 当社による配当金の分配可能額は日本の会社法に準拠して算定しております。当連結会計年度以前に適法に決

議済みであり、かつ当連結会計年度末時点で分配されていない配当は、負債として認識しております。 

 

(17)株式に基づく報酬 

① 持分決済型の株式に基づく報酬取引 

 持分決済型の株式に基づく報酬の付与日における公正価値は、その権利確定期間にわたり費用として認識し、

同額を資本の増加として認識しております。費用として認識する金額は、関連する勤務条件及び市場条件以外の
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業務条件を満たすと見込まれる株式に基づく報酬の数を反映して修正しております。したがって、最終的に認識

される金額は、権利確定日における関連する勤務条件及び市場条件以外の業績条件を満たした株式に基づく報酬

の数に基づいております。 

② 現金決済型の株式に基づく報酬取引 

 現金決済型の株式に基づく報酬については、公正価値で認識しております。公正価値は当初認識時、各報告日

及び決済日に測定しており、公正価値の変動は当期の純損益に認識しております。 

 

(18)１株当たり利益 

 基本的１株当たり当期利益は、親会社の所有者に帰属する当期損益を、その期間の発行済普通株式の加重平均株

式数で除して算定しております。希薄化後１株当たり当期利益は、希薄化効果を有する全ての潜在株式の影響を調

整して計算しております。転換社債型新株予約権付社債に関しては、償還による普通株式数の増加及び転換社債型

新株予約権付社債の減少に伴う利息費用の減少による親会社の所有者に帰属する当期損益の増加影響を考慮してお

ります。 

 

４. 重要な会計上の見積り、判断及び仮定

 連結財務諸表の作成は、マネジメントによる決算日における資産・負債の報告金額及び報告期間における収益・費

用の報告金額に影響を与える判断、見積り及び仮定を必要としております。それらの判断、見積り及びその基礎とな

る仮定は、過去の経験や当社グループに財務的影響を与えうる将来の事象の予想を含めた、係る状況下で合理的と考

えられるその他の要素を考慮し、継続して見直されます。実際の結果は、それらの見積りと異なる場合があります。 

 これらの仮定及び見積りに関する不確実性により重要な修正が必要となる重大なリスクを負っている項目は次のと

おりであります。 

① 非上場株式の公正価値の測定 

 活発な市場において取引されていない株式の公正価値に関しては、評価技法を用いて決定しております。当社

グループはさまざまな評価方法を選択する判断をしており、主に各報告日における市場条件に基づいて仮定を立

てております。 

② 資産の減損テスト 

 当社グループは、のれんに関して年次で減損テストを行っております。耐用年数の確定しているその他の資産

に関しては、帳簿価額が回復可能でないことを示す事象もしくは状況の変化があった際に、減損テストを行って

おります。資金生成単位(CGU)ごとの回収可能価額は、仮定の使用を伴う使用価値の計算を基に決定しておりま

す。算定については、マネジメントが承認した今後３年間もしくは５年間の予算を基礎とした、キャッシュ・フ

ロー予測を使用しております。マネジメントが承認した予算の期間を超えるキャッシュ・フローに関しては見込

み成長率を用いて推定しております。成長率は、長期経済成長率及びインフレ率に基づき算定され、各CGUが事

業を展開する業界に固有の予測と整合をとっております。

 有形固定資産及びのれん以外の無形資産を含めた資産の減損テストに関しては、耐用年数、将来キャッシュ・

フロー、割引率及び長期成長率に関して特定の見積り及び仮定を使用しております。回収可能価額は主に割引キ

ャッシュ・フローモデルを基に算定しております。これらの見積り及び仮定はマネジメントが利用可能な全ての

情報及び証拠を基礎としております。ただし、これらの仮定は将来の不確実な経済状況の変化の影響を受けるこ

とがあり、そのことが翌連結会計年度以降の連結財務諸表に重要な影響を与える可能性があります。

③ 退職給付制度債務の測定 

 当社グループは、確定給付型を含むさまざまな退職後給付制度を有しております。これらの各制度に係る確定

給付制度債務の現在価値及び関連する勤務費用等は、数理計算上の仮定に基づいて算定されております。数理計

算上の仮定には、割引率、昇給率及びインフレ率等の変数の見積りが求められます。当社グループは、これら変

数を含む数理計算上の仮定の適切性について、外部の年金数理計算人からの助言を得ております。数理計算上の

仮定に関してはマネジメントが利用可能な全ての情報及び証拠を基に決定しております。ただし、これらの仮定

は将来の不確実な経済条件の変動や関連法令の改正・公布により影響を受ける可能性があり、見直しが必要とな

った場合、翌連結会計年度以降の連結財務諸表において重要な影響を与える可能性があります。 

④ 引当金及び偶発事象に関する会計処理 

 当社グループは、さまざまな引当金を連結財政状態計算書に認識しております。これらの引当金は、報告日に

おける債務に関連するリスク及び不確実性を考慮に入れた、債務の決済に要する支出の最善の見積りに基づいて

認識しております。債務の決済に要する支出額は、将来の起こりうる結果を総合的に勘案して算定しておりま

す。

 主として、関係当局（米国環境保護庁）が当社グループに数年にわたり環境整備活動を実施するように求める

行政命令を発行した結果、当社グループは環境整備費用に対する引当金を認識しております。当引当金は環境に

関する専門家により作成され、環境保護庁により承認された実現可能性の調査、整備計画及び整備費用予想を基

に測定しております。
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 見込みは予想しえない事象の発生や状況の変化によって影響を受け、翌連結会計年度以降の連結財務諸表に重

要な影響を与える可能性があります。 

 偶発事象に関しては、各報告日時点における全ての利用可能な証拠を勘案し、その発生可能性及び金額的影響

を考慮した上で、将来の事業に重要な影響を及ぼしうる項目を開示しております。

 

その他 

 当社グループは、上記の見積り及び仮定と同等の不確実性の程度を含むものではありませんが、当社グループの

連結財務諸表の理解に重要な特定の見積り及び仮定を行っております。それらの見積りは棚卸資産の正味実現価額

及び有形固定資産の特定の品目の耐用年数の決定に関するものです。 

 

５．会計方針の変更

当社グループは、当連結会計年度より以下の基準を適用しております。 

 

IFRS 新設・改訂の概要

IFRS第15号 顧客との契約から生じる収益 収益認識に関する会計処理の改訂

 

 IFRS第15号の適用にあたっては、本基準の適用による累積的影響を適用開始日に認識する方法を採用しておりま

す。したがって、前連結会計年度については修正再表示をしておりません。この適用による当社グループの業績及び

財政状態に及ぼす影響は軽微であります。

 詳細については、「３．重要な会計方針 (14)収益認識」をご参照ください。
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６．セグメント情報

(1）報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会において、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっております。 

 当社は、超精密機械加工部品を統括する機械加工品製造本部と小型モーター、電子機器部品、光学部品等の製品

群を統括する電子機器製造本部並びに半導体デバイス、光デバイス、機構部品等を統括するミツミ事業本部が国内

及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しており、「機械加工品事業」、「電子機器事業」及び「ミツ

ミ事業」の３つを報告セグメントとしております。事業セグメントを集約した報告セグメントはありません。 

 「機械加工品事業」は、ボールベアリング、ロッドエンドベアリング、ハードディスク駆動装置（HDD）用ピボ

ットアッセンブリー等のメカニカルパーツ及び航空機用ねじが主な製品であります。「電子機器事業」は、電子デ

バイス（液晶用バックライト、センシングデバイス（計測機器）等）、HDD用スピンドルモーター、ステッピング

モーター、DCモーター、エアームーバー（ファンモーター）、精密モーター及び特殊機器が主な製品であります。

「ミツミ事業」は、半導体デバイス、光デバイス、機構部品、高周波部品及び電源部品が主な製品であります。 

 

(2）報告セグメントに関する情報 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「３．重要な会計方針」における記載と概ね同一でありま

す。 

 報告セグメントの利益は、営業利益をベースとしております。 

 セグメント間の売上高は市場価格、製造原価等を考慮した総合的な判断に基づく仕切価格により算定しておりま

す。 

 

前連結会計年度（自 2017年４月１日 至 2018年３月31日） 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

調整額 
（注）２ 

連結 
 

機械 
加工品 

電子 
機器 

ミツミ 
事業 

売上高            

外部顧客への売上高  176,427  451,879  252,415  692  －  881,413 

セグメント間の売上高  6,896  6,495  1,140  3,546  △18,077  － 

 合計  183,323  458,374  253,555  4,238  △18,077  881,413 

セグメント利益又は損失（△）  41,007  24,096  20,069  △807  △15,463  68,902 

金融収益  －  －  －  －  －  1,410 

金融費用  －  －  －  －  －  3,457 

税引前利益  －  －  －  －  －  66,855 

(その他の損益項目)            

減価償却費及び償却費  8,938  13,151  2,794  217  5,391  30,491 

減損損失  204  5,270  －  748  －  6,222 

セグメント資産  136,056  182,833  139,304  2,340  243,025  703,558 

(その他の資産項目)            

資本的支出  12,514  16,319  12,300  166  9,490  50,789 
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当連結会計年度（自 2018年４月１日 至 2019年３月31日） 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

調整額 
（注）２ 

連結 
 

機械 
加工品 

電子 
機器 

ミツミ 
事業 

売上高            

外部顧客への売上高  188,324  387,293  308,423  683  －  884,723 

セグメント間の売上高  5,455  8,981  1,316  3,004  △18,756  － 

 合計  193,779  396,274  309,739  3,687  △18,756  884,723 

セグメント利益又は損失（△）  47,750  16,922  22,282  △386  △14,535  72,033 

金融収益  －  －  －  －  －  1,482 

金融費用  －  －  －  －  －  2,194 

税引前利益  －  －  －  －  －  71,321 

(その他の損益項目)            

減価償却費及び償却費  9,650  14,361  6,795  95  5,497  36,398 

減損損失  －  －  －  －  －  － 

セグメント資産  141,436  189,384  122,634  2,955  285,718  742,127 

(その他の資産項目)            

資本的支出  7,899  26,219  12,354  48  7,679  54,199 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、自社製機械が主な製品であ

ります。 

２．調整額の内容は、次のとおりであります。

① セグメント利益又は損失に係る調整額は、報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費等

の全社費用（前連結会計年度△15,463百万円、当連結会計年度△14,535百万円）であります。

② セグメント資産に係る調整額は、報告セグメントに帰属しない現金及び現金同等物、有形固定資産並

びに繰延税金資産等の管理部門に係る資産（前連結会計年度243,025百万円、当連結会計年度285,718百

万円）であります。

③ 減価償却費に係る調整額のうち主なものは、報告セグメントに帰属しない管理部門に係る設備の減価

償却費であります。

④ 資本的支出に係る調整額のうち主なものは、報告セグメントに帰属しない管理部門に係る設備に対す

る設備投資額であります。
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７．株式に基づく報酬

(1）信託型従業員持株インセンティブ・プラン

 当社は、当社グループ従業員に対する中長期的な企業価値向上へのインセンティブの付与及び福利厚生の増進等

を目的として、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」（以下、「本プラン」といいます。）を導入してお

ります。本プランは、「ミネベアミツミ従業員持株会」（以下、「持株会」といいます。）に加入する全ての当社

グループ従業員を対象とするインセンティブ・プランです。本プランでは、当社が銀行との間で、当社を委託者、

銀行を受託者とする従業員持株会専用信託契約（以下、「本信託契約」といいます。）を2012年５月10日付で締結

し、持株会が買付けを行うための当社株式を確保することを主な目的として設定した「ミネベアミツミ従業員持株

会専用信託口」（以下、「従持信託」といいます。）が、2017年５月までに持株会が取得すると見込まれる相当数

の当社株式を、銀行から取得資金の借入（当社は当該借入に対し保証を付しております。）を行った上で、本プラ

ン導入時に当該金額分の当社株式を市場から取得いたしました。その後、従持信託は、当社株式を一定の計画（条

件及び方法）に従い継続的に持株会に売却していき、従持信託の信託財産に属する当社株式の全てが売却された場

合等に従持信託は終了することになります。当社株式の売却益等の収益が信託終了時点に蓄積し、借入金その他従

持信託の負担する債務を全て弁済した後に従持信託内に金銭が残存した場合、これを残余財産として、受益者適格

要件を満たす従業員に分配いたします。 

 従持信託の信託財産に属する当社株式に係る権利の保全及び行使（議決権行使を含みます。）については、信託

管理人又は受益者代理人が従持信託の受託者に対して指図を行い、従持信託の受託者は、かかる指図に従って、当

該権利の保全及び行使を行っております。信託管理人又は受益者代理人は、従持信託の受託者に対して議決権行使

に関する指図を行うに際して、本信託契約に定める議決権行使のガイドラインに従います。

 なお、持株会において信託期間の終了時期を延長することに賛成する旨の意思決定が2017年１月25日付でなされ

たのを踏まえて、2017年２月24日の取締役会決議において、従持信託の受託者である野村信託銀行株式会社及び従

業員の利益を代表する信託管理人との間で、信託期間の満了日を2017年５月９日から2018年12月27日へ延長するこ

と及び信託管理人に弁護士を追加的に選任することに係る変更契約を締結いたしました。

 本プランにかかる従持信託は、2018年12月27日に信託期間が満了し、2019年１月15日に信託が終了しておりま

す。

 残余財産は各報告日に公正価値で評価し負債として、また、公正価値の変動額は売上原価もしくは販売費及び一

般管理費に計上しております。

 

(2）株式報酬費用と負債 

 売上原価及び販売費及び一般管理費に含まれる株式報酬費用は、次のとおりであります。

    （単位：百万円） 

 
 前連結会計年度 

（自 2017年４月１日 
  至 2018年３月31日） 

 当連結会計年度 
（自 2018年４月１日 

  至 2019年３月31日） 

持分決済型 － － 

現金決済型 2,550 △407 

合計 2,550 △407 

 

 現金決済型の株式報酬から生じた負債の帳簿価額は、次のとおりであります。前連結会計年度においてはその他

の流動負債に、当連結会計年度においては営業債務及びその他の債務に計上されております。 

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

（2018年３月31日） 
当連結会計年度 

（2019年３月31日） 

信託型従業員持株インセンティブ・プラン 6,185 5,780 
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８．１株当たり情報

(1）基本的１株当たり当期利益及び希薄化後１株当たり当期利益 

 
 前連結会計年度 

（自 2017年４月１日 
  至 2018年３月31日） 

 当連結会計年度 
（自 2018年４月１日 

  至 2019年３月31日） 

基本的１株当たり当期利益（円） 119.61 143.90 

希薄化後１株当たり当期利益（円） 117.02 140.75 

 

(2）基本的１株当たり当期利益及び希薄化後１株当たり当期利益の算定上の基礎

 
 前連結会計年度 

（自 2017年４月１日 
  至 2018年３月31日） 

 当連結会計年度 
（自 2018年４月１日 

  至 2019年３月31日） 

基本的１株当たり当期利益及び希薄化後１株当たり

当期利益の計算に使用する当期利益 
   

親会社の所有者に帰属する当期利益（百万円） 50,326 60,142 

親会社の普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

基本的１株当たり当期利益の計算に使用する当期 

利益（百万円） 
50,326 60,142 

利益調整額    

支払利息（税額相当額控除後）（百万円） 48 50 

希薄化後１株当たり当期利益の計算に使用する当 

期利益（百万円） 
50,374 60,192 

基本的１株当たり当期利益及び希薄化後１株当たり

当期利益の計算に使用する期中平均普通株式数 
   

基本的１株当たり当期利益の計算に使用する期中 

平均普通株式数（株） 
420,747,526 417,943,833 

転換社債型新株予約権付社債による希薄化性潜在 

普通株式の影響（株） 
9,671,179 9,671,179 

新株予約権による希薄化性潜在普通株式の影響 

（株） 
39,279 27,958 

希薄化後１株当たり当期利益の計算に使用する期中

平均普通株式数（株） 
430,457,984 427,642,970 
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９．重要な後発事象

 株式会社ユーシンの取得による企業結合

 当社は2019年４月10日に株式会社ユーシン（以下、「ユーシン」）の議決権の76.2％を取得し、子会社としまし

た。

 当社は自動車分野を大きな成長領域と位置付けております。特に、主要製品であるボールベアリングや液晶用バッ

クライト、モーターなどは、自動車への搭載が増加しております。自動車産業においては、米国や日本の市場におけ

る需要減少、中国市場の成長鈍化等の傾向があるものの、新興国市場では引き続き需要が拡大し、グローバルな市場

拡大が続いており、技術革新が市場に変革を促す、いわゆるCASE（Connected, Autonomous, Shared & Services, 

Electric）に代表される大転換期を迎えており、自動車メーカーや自動車部品メーカーは、このような技術革新と市

場変革に対応することが喫緊の課題となっております。そして、このような事業環境の変化により、今後、自動車メ

ーカーと自動車部品メーカーの役割も大きく変化していくものと考えます。これまで当社グループは、自動車メーカ

ーに加え、多くの自動車部品メーカーに対してさまざまな製品を供給してまいりましたが、この変化に対応するた

め、最終顧客である自動車メーカーの要求に合致した製品と技術の提案を直接行う役割を一層強化することが求めら

れております。車載部品において国際規格に基づいた機能安全の実績に代表されるユーシンの高い自動車品質の管理

ノウハウを活用して当社製品の高付加価値化がはかられるとともに、Tier1メーカー（自動車メーカーに対して直接

部品を供給する自動車部品メーカーをいいます。）であるユーシンの顧客基盤の活用により当社製品の一層の拡販が

可能となると考えました。さらに、当社及びユーシンが経営を統合し、企業グループの中で新たな役割を適切に分担

することで相乗効果が最大限に発揮され、特に自動車関連事業において両社の企業価値の持続的な向上に資する最良

の施策であるとの結論に至りました。本取引によって、具体的には、以下のような相乗効果が期待されると考えてお

ります。

（ⅰ）当社における自動車関連事業の強化 

（ⅱ）ユーシンにおける自動車関連事業の強化 

（ⅲ）当社及びユーシンのIoE関連事業における新たなソリューションの創出 

（ⅳ）当社及びユーシンのクロスセルと「Time to Market」の実現

 

 取得日現在における支払対価の公正価値は次のとおりであります。

（単位：百万円）

  金額

支払対価の公正価値 24,846

 

 なお、取得資産及び引受負債の公正価値並びに非支配持分及びのれんの金額については、現在算定中であります。 
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